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瀬戸内海環境保全特別措置法

（栄養塩類管理計画の策定）
第十二条の六 関係府県知事は、単独で又は共同して、次に掲げる区域について、栄養塩類
（窒素及びその化合物並びに燐及びその化合物をいう。以下同じ。）を適切に増加させるた
めの海域における栄養塩類の投入、工場又は事業場における汚水等の処理の方法の変更その
他の措置（以下「栄養塩類増加措置」という。）の計画的な実施に関する計画（以下「栄養
塩類管理計画」という。）を定めることができる。
一 前二節に規定する措置のみによつては生物の多様性及び生産性の確保が困難であり、
栄養塩類増加措置の実施が必要と認められる瀬戸内海の海域（以下「対象海域」とい
う。）

二 対象海域における潮流その他の自然的条件及び排出水の排出の状況に照らして当該対
象海域と一体として栄養塩類増加措置を実施することが相当と認められる瀬戸内海の海
域及び陸域（当該府県の区域内に限る。）

２ 栄養塩類管理計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 栄養塩類管理計画の区域（以下「計画区域」という。）
二 対象海域において栄養塩類増加措置の対象とする物質及び当該物質に係る水質の目標
値

三 栄養塩類増加措置を実施する者の氏名又は名称並びにその実施場所（工場又は事業場
にあつては、その名称及び所在地）及び実施方法

四 第二号の目標値に関する測定の地点、方法及び頻度
五 前号に規定する測定の結果に基づく対象海域の水質の状況についての調査、分析及び
評価の方法

六 前各号に掲げるもののほか、栄養塩類増加措置の計画的な実施に関し必要な事項
３ 栄養塩類管理計画は、基本計画及び当該府県知事が定めた府県計画に即するとともに、
他の法律の規定による環境の保全に関する計画との調和が保たれたものでなければならな
い。

４ 第二項第二号の目標値は、環境基本法（平成五年法律第九十一号）第十六条第一項の規
定による水質の汚濁に係る環境上の条件についての基準の範囲内において定めなければな
らない。

５ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めようとするときは、栄養塩類増加措置が環境
に及ぼす影響について、調査、予測及び評価を行うものとする。

６ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めようとするときは、あらかじめ、計画区域内
において特定施設を設置する工場又は事業場の設置者、住民その他の関係者の意見を聴く
とともに、当該栄養塩類管理計画に記載しようとする栄養塩類増加措置を実施する者に協
議しなければならない。

７ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めようとするときは、あらかじめ、計画区域に
おける栄養塩類増加措置の実施に関し環境保全上関係がある他の関係府県の知事及び市町
村の長の意見を聴くとともに、環境大臣に協議しなければならない。

８ 環境大臣は、前項の規定による協議を受けたときは、関係行政機関の長に協議しなけれ
ばならない。

９ 関係府県知事は、栄養塩類管理計画を定めたときは、環境省令で定めるところにより、
遅滞なく、その旨を公告するとともに、環境大臣に報告し、かつ、第七項に規定する他の

関係府県の知事及び市町村の長に通知しなければならない。
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燧灘における溶存酸素量（DO）
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高水温耐性ノリ作出技術開発試験

繰り返す

室内培養試験

〇高生長株選抜〇養殖特性比較
項目：生長性、湿重量

〇高生長株選抜
指標：葉長、形状

（高水温期ノリ漁場と同条件で培養）

〇生長性把握

（高水温期にノリ漁場で養殖）

２ ノリ養殖漁場環境調査（情報提供）

養殖試験

繰り返す

昨年度までに選抜した数種の高水温耐性候補株を元に、室内
培養、養殖試験を繰り返すことで、高生長かつ高水温耐性を有
する株の選抜を行う。

1 高生長・高水温耐性株の選抜育種

ノリ養殖漁期中（10月～翌３月）、燧灘の主要な養殖漁場
において、漁場環境、ノリ生育状況を調査し、得られた情報
をノリ養殖業者に迅速に提供する。
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栄養塩類管理計画策定に関するガイドライン（令和４年３月環境省）

（抜粋）
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水質総量規制基準の概要

目的

総量削減計画で定める削減目標量を達成するため、指定地域内における、日
平均排水量50ｍ3以上の事業場の、総量規制基準値の算出に用いる汚濁物質の濃
度の値を、Ｃ値として定めるものである。
このＣ値については、国が示した範囲内で、排水水質の実態、排水処理技術

水準の動向、汚濁負荷量の削減のために採られた取組みとその難易度、原材料
等の使用の実態、費用対効果等を勘案し、知事が定めることとされている。

総量規制基準の算出方法

事業場毎に定められる、汚濁物質の１日あたりの最大許容排出量で、下記
の式により計算される。

Ｌ＝Σ（Ｃ×Ｑ×10-3）
Ｌ:総量規制基準（kg/日）、Ｃ:業種区分ごとの基準値（mg/L）
Ｑ:業種区分ごとの特定排出水の量（m3/日）

【下水道業】のC値

特定排出水の区分 COD 窒素含有量 りん含有量

この期間の水量 20mg/L

25mg/L ２mg/L
この期間に増加
した水量

20mg/L

この期間に増加
した水量

20mg/L
この期間に増加
した水量

15mg/L 1.5mg/L

備考（高度処理の場合） 時期問わず15mg/L 時期問わず10mg/L 時期問わず１mg/L

S55.7

H3.7

H14.10

適用される地域

瀬戸内海に流入する地域
（県内のうち、久万高原町、鬼北町及び松野町の全域並びに宇和島市、
内子町及び愛南町の一部を除く地域）

基準設定方針

原則として環境省告示「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん
含有量についての総量規制基準に係る業種その他の区分及びその区
分ごとの範囲」の範囲内で下限値に設定している。 7
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出典：H18.2 中央環境審議会水環境部会
総量規制専門委員会 資料
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（抜粋）

栄養塩類管理計画策定に関するガイドライン（令和４年３月環境省）
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栄養塩類の能動的運転管理の効果的な実施に向けたガイドライン（案）
（令和５年３月 国土交通省）

（抜粋）
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愛媛県栄養塩類管理計画案（その他 修正箇所）

頁 箇所 環境審議会諮問（R7.2.18時点） 修正案（R7.8.7時点） 理由

２
1-2（１）本
県海域の水質
について

Ｃ類型については・・達成して
いる。経年変化としては、伊予
灘（Ｃ類型）については・・推
移している。（図６～図８）

Ｃ類型については・・達成して
いる。経年変化としては、伊予
灘については・・推移している。
（図６～８）

内容重複
表現統一

３ 図１ 図中の文字を拡大 視認性

３
用語説明
①DIN
②DIP

①アンモニア性窒素、亜硝酸性
窒素及び硝酸性窒素
②溶解性リン酸態リン

①アンモニア態窒素、亜硝酸態
窒素及び硝酸態窒素
②リン酸態リン

用語修正

4,5
図２～５

凡例を追記
図2,3 公共用水域水質測定（年平均値）
図4,5 広域総合水質調査（年平均値）

調査内容
の明確化
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1-3 本県で
のこれまでの
取組

養殖ノリの主産地である西条市
及び上島町弓削地区等

養殖ノリの主産地である西条地
区及び上島町弓削地区等

表現統一

栄養塩類供給といった色落ちの
回復を図る実証実験

栄養塩類供給といった色落ちか
らの回復を図る実証実験

表現修正

用語説明
施肥

栄養塩類の施肥資材を散布 栄養塩類の肥料資材を散布 用語修正

12
2-1 栄養塩
類管理計画の
区域

海藻の生産量が減少 海藻類の生産量が減少 表現統一

12,
13,
16

図15～17 図中 ノリ類 図中 ノリ 表現統一

13 図16 図中の数字を拡大 視認性

18
3-2（２）
②燧灘（西条
地区）の全燐

以下のとおり、下線を付記
なお、環境基準の達成状況は、類型指定された水域（燧灘中西部）
における環境基準点（全20地点）の年間平均値で評価することとさ
れており、当該水域としては増加措置後も環境基準を達成する予測
結果であり、影響は軽微である。

重要箇所
の強調

23
～
27

図25～30
図25,26,29 ノリ漁場及び対象海域の範囲を追加
図27,28,30 対象海域の範囲を追加

影響範囲
の確認

29
4-1（１）周
辺環境のモニ
タリング

水質汚濁防止法に基づく常時監
視により、表11のとおり環境基
準点等で調査する。

水質汚濁防止法に基づく常時監
視により、表11のとおり環境
基準点で調査する。

表現の簡
略・明瞭
化

3
等

用語説明 句点を削除 表現統一
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